
 

平成２２年度当初予算 施策別概要 

 
 
                   53301 持続可能な自立した地域の基盤づくりの推進

（政策部） 

  （主担当部：政策部）       53302  地域の宝に気づき、守り、生かす集客交流の
推進               （政策部） 

                   53303  地域資源を生かし、地域の底力を高める産業

振興の推進           （政策部） 
 
＜施策の目的＞ 

（対象）東紀州地域が 
（意図）地域の自然や歴史とともに生きるくらしを大切にしながら、地域経済を活性化し地域

社会を健全に維持している 
 

＜施策の数値目標＞ 

 ※ 東紀州地域において観光客が消費する一人あたりの平均利用額（農水商工部観光局観光・

交流室「三重県観光データ・観光客満足度調査事業報告書」） 

 
＜進捗状況（現状と課題）＞ 

・ 「東紀州観光まちづくり公社」では、三重県観光販売システムズと連携した熊野古道をはじ

めとする地域資源を活用した観光商品づくり、カルチャーセンターとの連携による熊野学の講

座開催、現地ツアーによるエコツーリズムの推進など、地域の宝を生かした滞在型・体験型の

広域観光を推進するとともに、大都市圏での地域産品のＰＲ、長期インターンシップ等、産業

振興に取り組んでいます。今後とも観光振興、産業振興、まちづくりの面から、地域のコーデ

ィネーターとしての役割を果たしていく必要があります。 

・ 紀勢自動車道など高規格幹線道路の整備については着実な進展がはかられていますが、国の

政策の方向性等による事業推進への影響が考えられます。 

・ 日本風景街道「伊勢熊野みち」推進協議会において、熊野古道伊勢路を生かした地域づくり

やみちづくりに取り組んでいます。 

・ 熊野古道の世界遺産登録５周年を契機に熊野古道の魅力をより広く発信していくため、世界

遺産登録５周年記念事業として国際シンポジウムや熊野古道伊勢路リレーウォーク、奈良県・

和歌山県との連携による首都圏・関西圏でのフォーラムの実施など、地域や市町、関係機関等

と連携した取組を展開しています。今後、集客交流のため、より多様な主体が連携し、熊野古

道をはじめとする地域資源を広く県内外に発信していくことが必要です。 

施策目標項目（主指標）  H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

目標値 － 33,900円 34,300円 34,700円 35,100円 東紀州地域にかかる一人あ

たりの観光消費額 実績値 33,434円 31,230円 28,785円   

県の取組目標項目（副指標）  H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 

目標値 － 145 万人 150 万人 151 万人 152 万人 東紀州地域への観光入込客

数 実績値 143 万人 158 万人 158 万人   

５３３ 東紀州地域の振興 



 

・ 熊野古道センターにおいては、熊野古道に残る多くの巨木を写真で紹介する企画展「熊野に
巨樹あり」や、地域の食材を生かした料理教室、尾鷲ひのきを素材とした「ひのきアート教室」
など、地域資源を生かした様々な事業を実施しています。また、世界遺産登録５周年を記念し、
アスリートと熊野古道を歩くウォークや、ＪＲとの共催による企画展「熊野へ結ぶ５本の道」
などを展開しています。今後一層、市町や関係団体等と連携し、情報発信・集客交流の機能を
高めていくことが必要です。 
・ 東紀州地域の集客交流の拠点として整備を進めてきた紀南中核的交流施設「里創人

リ ゾ ー ト
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」は、昨年７月にオープンしました。今後、地域や他の施設等との連携が一層はか
られるよう、市町と連携しながら支援を行っていくことが必要です。 
・ 中山間地域の農業・農村の活性化をはかるため、総合的な基盤整備に取り組んでいます。 
・ かんきつの高品質選果システムの評価と検証を行いながら、優良品種の導入等を進めるとと
もに、農道やかんがい施設などの生産基盤整備を進めています。また、新規就農希望者に対す
るサポート体制の充実をはかり、確実に就農へつなげていくよう取り組んでいます。 
・ 地域特性を生かした持続的養殖の推進や経営安定に向けて、マハタの特産品化やマダイ養殖
の「生産情報公表ＪＡＳ」の認証取得に向けたモデル的な取組を支援するとともに、養殖陸揚
げ施設整備や浮魚礁の設置などに取り組んでいます。 
・ かんきつ、尾鷲ヒノキ、マハタ・クエの高付加価値化等のための研究開発を進めており、生
産者等へスムーズに技術移転を行うことが必要です。 
 
＜平成２２年度取組方向＞ 
① 「東紀州観光まちづくり公社」の地域のコーディネーターとしての役割を強化し、地域資源を生
かした滞在型・体験型観光の事業展開をはかるとともに、近隣の観光地等と連携し、集客交流の
相乗効果を高めていきます。また、産業振興においては、地域資源を活用した製品・サービスの
高付加価値化や販売促進を支援し、東紀州地域のブランド力強化をめざします。さらに、世界遺
産登録５周年を契機に弾みをつけることができた「熊野古道を生かした地域づくり」を一層推
進していくため、それぞれの地域で熊野古道をはじめとする地域資源を磨くとともに、地域の
飲食店やお土産店、観光関係事業者を対象にした「おもてなし」セミナーの開催等、ホスピタリ
ティの向上や質の高い受入体制の構築をはかっていきます。 
② 熊野古道センターや紀南中核的交流施設を最大限に活用して集客交流につなげていくととも
に、他県の施設や熊野古道の保存会等との連携を一層深め、東紀州地域の魅力の向上をはかっ
ていきます。 
③ 活力ある農村づくりに向け、引き続き総合的な基盤整備を推進するとともに、かんがい施設
や基幹農道の整備など果樹産地の活性化の取組を着実に進めていきます。 
④ 魚類養殖など水産業の振興や、農林水産物（かんきつ、尾鷲ヒノキ、マハタ・クエ）の高付
加価値化のための研究開発などを引き続き推進します。  

 
＜主な事業＞ 
①（重）東紀州観光まちづくり推進事業 
【基本事業名：53301 持続可能な自立した地域の基盤づくりの推進】 
（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １地域振興費） 
予算額：(21) ２０，８８４千円 → (22) ２０，８８４千円 
事業概要：東紀州地域の観光振興、産業振興およびまちづくりを総合的に推進する「東紀州

観光まちづくり公社」に対し、市町と連携して支援することにより東紀州地域の
活性化を推進します。（東紀州観光まちづくり公社に対する負担金等） 

 

 



 

② 東紀州地域力再生雇用支援事業  

【基本事業：53301 持続可能な自立した地域の基盤づくりの推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １地域振興費） 

予算額：(21)      －  千円 → (22) ３３，０２１千円 

事業概要：東紀州の地域資源を活用して集客交流や地域特産品の製造販売など地域力の再生

に繋がる活動を行う企業を、雇用の創出面で支援します。（東紀州地域の民間企

業で10人雇用予定） 

 

③（舞）世界遺産熊野古道対策推進事業  

【基本事業：53302 地域の宝に気づき、守り、生かす集客交流の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １地域振興費） 

予算額：(21) ３，８７１千円 → (22) １１，２４６千円 

事業概要：奈良県、和歌山県と連携し、世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を活用したイ

ベントの開催や広域観光ルートの開発等を行います。また、自然や民話など熊野

古道の魅力を構成するさまざまな要素を取りまとめた冊子の作成や、体験を中心

とした観光のプログラムモデルの構築を行います。（三県連携事業負担金等） 

 

④（重）熊野古道センター運営事業 

【基本事業：53302 地域の宝に気づき、守り、生かす集客交流の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １地域振興費） 

予算額：(21) ６３，９３６千円 → (22) ７１，９４５千円 

事業概要：熊野古道センターにおいて、熊野古道の魅力を県内外に広く情報発信するととも

に、地域内外の人びととの交流を促進するため、多様な主体との連携を密にしな

がらさまざまな取組を行います。（講演会、企画展、体験学習、交流イベントな

どを開催予定） 

 

⑤（重）中核的交流施設整備事業 

【基本事業：53302 地域の宝に気づき、守り、生かす集客交流の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １地域振興費） 

予算額：(21) ３７５，３９９千円 → (22) ２８５，８８７千円 

事業概要：紀南地域の振興をはかるため、紀南中核的交流施設を拠点とした集客交流の推進

に向け、地元市町等と連携した取組を行います。（補助金の交付等） 

 

⑥（重）畑地帯総合農地整備事業【基本事業：22404 農業生産基盤の整備】［再掲］ 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ２土地改良費） 

予算額：(21) １０７，１００千円 → (22) ６１，６５０千円 

（１０７，１００千円 →   １１４，１５０千円 ※２月補正含みベース） 

事業概要：東紀州地域の基幹産業であるかんきつの産地がめざす「自らが守る産地」「後継

者が育つ園地づくり」「攻めの品種構成」の３つを実現するため、園地の用排水

施設と農道の整備を実施します。これにより、生産費の低減と高品質みかんの生

産を可能にし、生産性の向上と農業経営の安定をはかるとともに担い手の確保を

推進します。 

 


